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平成20年度の経済情勢を概観しますと、19年末頃からのアメリカを中心とする金融不安、景気の減速、原油・原材料価格の高騰などにより、景気は、年度前半から緩やかながらも弱まりを示していました。その後、20年９月の米国大手証券会社リーマン・ブラザーズの経営破綻（リーマンショック）を機に、金融不安が世界的な金融危機へと急速に進み、世界同時不況の様相を呈するなかで、10月以降、外需は大幅な減少を記録しました。さらに、設備投資が減少したことや、企業収益の悪化を背景に個人消費や住宅投資が落ち込んだことから、１～３月期の内需は大幅に減少しました。こうした状況を反映し、政府は、21年２月に、「景気は、急速な悪化が続いており、厳しい状況にある。」との認識を示したところです。

また、20年度の名目の国内総生産 (ＧＤＰ）は４９４兆２,００２億円、経済成長率は名目△４.２％、実質△３.７％（19年度は名目０.９％、実質１.８％）と、名目では６年ぶり、実質では７年ぶりのマイナス成長となり、大幅に落ち込んだところです。
こうした中、20年度の法人税収を左右する20年３月期決算法人の経常利益（連結ベース；日本経済新聞社調べ）は、決算期前半の好調さが影響し、金融を除く全産業で前年同期対比２.７％増と、６年連続の増益（５年連続で過去最高益を更新）となりましたが、その後の20年９月中間期は、原材料高や円高が利益を圧迫する中で、国内外の需要が急速に冷え込み、前年同期比
２０.５％減と大幅な減益となりました。
　このようなことから、平成20年度の県税決算額は、19年度の決算額（１兆２,８０５億余万円；18年度対比２０.１％増）を２８７億余万円下回る１兆２,５１７億余万円と、５年ぶりの減収（前年度対比２.２％減）となったところです。

この県税決算額の内容について主な税目をみると、まず、個人県民税については、配当割及び株式等譲渡所得割が、株価の大幅な下落などを背景に大きな落ち込みとなったものの、均等割及び所得割において、税源移譲による増収影響が平年度化したことなどにより増収となったことから、全体で、前年度対比で３.９％の増（19年度４,５０３億円→４,６８０億円）となりました。

次に、法人二税については、20年３月期の企業収益が６期連続の増益決算（前年同期対比
２.７％増；連結ベース）となったものの、世界的な金融危機の影響や円高の進行などにより、年度後半以降、景気が急速に悪化し、資本金が１億円以下の法人を中心に税収が落ち込んだことなどから、全体としては、前年度対比で４.７％の減（19年度３,９２９億円→３,７４３億円）となりました。
また、地方消費税については、一部の月末が休日であった影響により、収入の一部が21年度にずれ込んだことなどから、前年度に対し５.７％減（19年度１,６７５億円→１,５７９億円）となりました。

さらに、自動車取得税や軽油引取税についても、乗用車の販売不振の深刻化や需要の減少に加え、20年４月分について暫定税率が失効した影響などから、前年度を下回りました（２税目合計で前年度に対し９５億円の減収）。

このように、個人県民税で増収となったものの、世界的な金融危機の影響により、国内外で景気が急速に悪化したことなどから、法人二税など多くの税目で、前年度を下回り、県税収入全体では、平成15年度以来５年ぶりの減収となりました。

なお、市町村に対する税交付金等を除いた実質収入額についても、１兆９８５億円と前年度（１兆１,００４億円）を１８億余万円下回っています。

収入未済額については、個人県民税について、市町村と連携して引き続き地方税収確保対策に取り組んだものの、税源移譲により滞納繰越分の未済額が大幅に増加したことなどから、全体では３７億余万円増加（19年度３２７億円→３６４億円）しました。

これにより、収入歩合は９７.１％と前年度を０.３ポイント下回ったところです。

　この県税統計書は、20年度の県税収入実績を中心に、本県の税務行政の状況を取りまとめたものです。本書が多くの方々に利用され、県税について一層のご理解をいただければ、幸いに存じます。
　　平成22年３月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 税務課長　納　谷　次　弘
